
令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 271 犬・猫死体処理事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 環境美化

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成15年4月1日 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関数法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・道路上等での交通事故等により死亡した飼い主不明 ・動物の愛護及び管理に関する法律第36条第2項によ
な犬・猫死体処理業務 る。
「ＳＤＧｓの取り組み：11」 ・道路上等での交通事故等により死亡した飼い主不明

な犬・猫等動物の死体を動物愛護及び環境衛生面にお
いて、適切かつ迅速に回収（土・日・祝日も対応）し
、適切な施設で火葬した後、埋葬処理する。

道路上等で死亡した犬猫等の死体処理を委託することにより、適切な方法で処理・
R2年度に実施した具体的な 供養する
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り

令

巻く状況は過去と比べ

和

変化しているか (1)

 

活動指標（事務事業の

3

活動量を表す指標）

対

年

象事業に変化が無いた

度

め、継続して実施 名称

（

単位
① 委託料 千円

変 

2

化
②

内 容

対象(この

年

事業の対象、範囲とな

度

る人、物) (2)対象

実

指標（対象の大きさを

施

表す指標）

市内の公共

分

用地で死亡した犬猫等

）

名称 単位
① 市内の公共

事

用地で死亡した犬猫の

務

数 匹
②

目的(この事業

事

によって上記対象をど

業

のような状態にしたい

目

のか) (3)成果指標

的

（目的の達成度を示す

評

指標）

死体を処理する

価

名称 単位
① 死体を処理

表

した割合 ％
②

結果(上

様

位基本事業の意図) (

式

4)結果の成果指標（

1

上位基本事業の成果指

-

標）

環境美化意識の醸

1

成、環境美化の実践 名

記

称 単位
① 環境美化実践

入

活動回数 回数
②

事務事

日

業の各種指標の実績と

令

見込及び目標

H31年

和

度 R2年度 R2年度 R

0

3年度 R4年度 R5年

3

度 R6年度
指標 ＼ 

年

年度 単位
実績値 計画値

1

実績値 計画値 目標値 目

2

標値 目標値
(1)の ①

月

千円 1,671 2,2

0

00 1,577 1,9

8

80 1,980 1,9

日

80 1,980
活動指

１

標 ②
(2)の ① 匹 31

事

7 400 295 360

務

360 360 360
対

事

象指標 ②
(3)の ① ％

業

100 100 100 1

の

00 100 100 10

現

0
成果指標 ②

(4)の

状

結果の ① 回数 298 3

　

00 289 300 30

Ｐ

2 304 306
成果指

Ｌ

標 ②
予算費目 会計 01

Ａ

 一般会計 款 04 項 0

Ｎ

1 目 05

コスト 年度 H

及

31年度 R2年度 R2

び

年度 R3年度 R4年度

Ｄ

R5年度 R6年度
実績

Ｏ

値 計画値 実績値 計画値

事

目標値 目標値 目標値
事

務

業費(決算又は予算額

事

)Ａ 単位 1,671 2

業

,200 1,576 1

名

,980 1,980 1

N

,980 1,980

財

o

源
内
訳

 国庫支出金 千

.

円 0 0 0 0 0 0 0
 県

2

支出金 千円 0 0 0 0 0

7

0 0
 地方債 千円 0 0

1

0 0 0 0 0
 その他 千

犬

円 0 0 0 0 0 0 0
 一

・

般財源 千円 1,671

猫

2,200 1,576

死

1,980 1,980

体

1,980 1,980

処

人件費Ｂ 千円 1,39

理

4.8 1,694.8

事

1,694.8 1,8

業

40.9 1,840.

政

9 1,840.9 1,

策

840.9
正職員従事

こ

時間×人数 時間×人 6

の

5× 6 65× 6 65×

事

6 62× 7 62× 7 6

務

2× 7 62× 7
正職員

事

以外の人件費 千円 10

業

0 400 400 400

施

400 400 400
そ

策

の他の費用Ｃ 千円 0 0

の

0 0 0 0 0
トータルコ

位

ストA+B+C 千円 3

置

,065.8 3,89

基

4.8 3,270.8

本

3,820.9 3,8

事

20.9 3,820.

業

9 3,820.9
単位

主

あたりコスト ① 千円/

管

匹 9.7 9.7 11.

課

1 10.6 10.6 1

名

0.6 10.6
（ﾄｰ

課

ﾀﾙｺｽﾄ/(2)の

長

対象指標）② 千円/ 0

名

0 0 0 0 0 0

1

この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

りませんか？ ■ ない

有

業

効
性

すべての案件に対

名

して適正に処理供養さ

N

れているため、現在の

o

水準を維持する
今以上

.

に事業の成果を向上

さ

2

せる方法を記入して下

7

さ

い。 内　容
※(3)

1

の成果指標を向上させ

犬

る

　ことはできますか

・

？

維持継続
目的達成状

猫

況 内　容

□民間への一

死

部委託 □民間への全部

体

委託
市関与の必要性 □

処

指定管理 □補助金・負

理

担金助成 ■市の直営
内

事

　容
　（実施手法） 市

業

民の生活環境に直接関

２

わってくる内容であり

評

、市の職員が実情を知

価

り、直接
対応すること

　

が相応しいため

効
率
性

Ｃ

現状で適正
事務事業の

Ｈ

統廃合により、

事業の

Ｅ

効率化を図り、成果
内

Ｃ

　容
を向上させる方法

Ｋ

を記入し

て下さい。

現

目

状で適正
現状より事業

的

費・人件費を

削減する

妥

方法を記入して下

さい

当

。（仕様の変更、外部

性

内　容
委託、従事時間

こ

の削減等は

できないか

の

？)

公
平
性

受益者がい

事

ないため、現状で適正

業

□ ある □ 現状で適正
受

の

益者負担はありますか

必

？

また、受益者負担割

要

合は適 □ ない □ 検討が

性

必要 内　容
正ですか？

は

■ 受益者がいない

３
改

薄

革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ

れ

Ｎ

住民からは自己管理

て

地内における死 飼い主

得

不明の動物の死体は道

ら

路や公
事業実施上の課

れ

題、住 体処理について

て

も依頼が寄せられて 共

い

の場所に出されていれ

る

ば処理して
民・議会等

い

からの意見 意　見 いる

ま

。 対応策 いる。
と対応

せ

策

野良の犬猫等の死体

ん

処理 変更はない。継続

か

して行うことが重
R3

。

年度の事業計画は前 変

十

　更
要

年度から変更・

分

追加は 前年度 ・
あるか

な

追　加

今後の事業・コ

成

スト・成果の方向性 今

果

後の事業の方向性、改

が

革・改善案
※今年度か

理

らの具体的な事業の進

　

め方、手段の見直し等

由

、各方向性の内容

　　

得

　　　　　　　□　拡

ら

大 ・避妊等手術費補助

れ

制度の啓発などを活発

て

にして野良
　　　　　

い

　　　　□　改善 犬・

ま

猫の数を減少させるよ

す

うに努める。
　　　　

か

　　　　　■　現状維

？

持 ・適切かつ迅速に動

得

物の死体を処理するこ

ら

とにより、
　　　　　

れ

　　　　□　縮小 環境

て

衛生を保持する。
　　

い

　　　　　　　□　統

な

合
　　　　　　　　　

い

□　完了
　　　　　　

事

　　　□　廃止・休止

業

コストの方向性
　　　

進

　　　　　　→　維持

展

成果の方向性
　　　　

等

　　　　　→　維持

2

による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 271 犬・猫死体処理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

死体処理は適正に処理供養されている。継続して行うことが
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

重要
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

現状で適正
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その理由

様

大・縮小）必要はあり

式

ませ
■ ない

んか？

現状

1

で適正
事業進展等によ

-

る環境変化 □ ある
に伴

2

い、目的を見直す（目

事

その理由
的の追加・拡

務

充又は絞込）

必要はあ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 272 環境美化推進事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 環境美化

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成7年度 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市環境美化に関する条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・環境美化並びに快適な環境づくりに対する意識の高 ・生活を営む中で、便利さ、快適さを追求し、大量生
揚とごみの減量化・資源化について地域住民が自らが 産、大量消費、大量廃棄という経済体系を構築した結
取り組んでいただくよう実践活動の輪を広げるための 果、空気の汚れ、水の汚れ、ごみの増大により自然環
支援をする。 境破壊並びに環境悪化を招くこととなった。
「ＳＤＧｓの取り組み：11、15」 　こうした中、地球的規模での環境問題が重要課題と

なっており、快適な市民生活の確保及び環境美化の促
進を図る必要がある。

・小中学校、保育

令

園、幼稚園、公共施設

和

にて緑のカーテン事業

 

を実施。
R2年度に実

3

施した具体的な ・一般

年

家庭を対象に緑のカー

度

テン用苗を無料配布。

（

事業の方法、手順、指

2

標に対す
る成果等

事務

年

事業を取り巻く状況は

度

過去と比べ変化してい

実

るか (1)活動指標（

施

事務事業の活動量を表

分

す指標）

変化なし。 名

）

称 単位
① 緑のカーテン

事

実施件数 件
変 化

②
内

務

 容

対象(この事業の

事

対象、範囲となる人、

業

物) (2)対象指標（

目

対象の大きさを表す指

的

標）

市民 名称 単位
① み

評

よし市の人口 人
②

目的

価

(この事業によって上

表

記対象をどのような状

様

態にしたいのか) (3

式

)成果指標（目的の達

1

成度を示す指標）

環境

-

美化意識の醸成及び環

1

境美化の実践をする 名

記

称 単位
① 環境美化実践

入

活動を実施した行政区

日

数 行政区
② 環境美化実

令

践活動を実施したのべ

和

人数 人

結果(上位基本

0

事業の意図) (4)結

3

果の成果指標（上位基

年

本事業の成果指標）

環

1

境美化意識の醸成、環

2

境美化の実践 名称 単位

月

① 環境美化実践活動回

0

数 回
②

事務事業の各種

8

指標の実績と見込及び

日

目標

H31年度 R2年

１

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

務

度
指標 ＼ 年度 単位

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

の

値
(1)の ① 件 150

現

155 125 155 1

状

55 155 155
活動

　

指標 ②
(2)の ① 人 6

Ｐ

1,153 61,04

Ｌ

0 61,040 61,

Ａ

236 62,100 6

Ｎ

2,360 62,62

及

0
対象指標 ②
(3)の

び

① 行政区 25 25 18

Ｄ

25 25 25 25
成果

Ｏ

指標 ② 人 46,939

事

46,980 27,3

務

07 47,020 47

事

,060 47,100

業

47,140
(4)の

名

結果の ① 回 298 30

N

0 289 300 302

o

304 306
成果指標

.

②
予算費目 会計 01 

2

一般会計 款 04 項 01

7

目 05

コスト 年度 H3

2

1年度 R2年度 R2年

環

度 R3年度 R4年度 R

境

5年度 R6年度
実績値

美

計画値 実績値 計画値 目

化

標値 目標値 目標値
事業

推

費(決算又は予算額)

進

Ａ 単位 5,263 5,

事

959 4,583 6,

業

260 6,309 6,

政

280 6,280

財
源

策

内
訳

 国庫支出金 千円

こ

0 0 0 0 0 0 0
 県支

の

出金 千円 521 500

事

550 500 599 5

務

99 599
 地方債 千

事

円 0 0 0 0 0 0 0
 そ

業

の他 千円 0 0 0 0 0 0

施

0
 一般財源 千円 4,

策

742 5,459 4,

の

033 5,760 5,

位

710 5,681 5,

置

681
人件費Ｂ 千円 3

基

,237 3,237 5

本

,839.4 6,16

事

8.1 6,168.1

業

6,168.1 6,1

主

68.1
正職員従事時

管

間×人数 時間×人 19

課

5× 5 195× 5 30

名

9× 5 274× 6 27

課

4× 6 274× 6 27

長

4× 6
正職員以外の人

名

件費 千円 0 0 710 7

こ

10 710 710 71

の

0
その他の費用Ｃ 千円

事

0 0 262 262 26

務

2 262 262
トータ

事

ルコストA+B+C 千

業

円 8,500 9,19

の

6 10,684.4 1

開

2,690.1 12,

始

739.1 12,71

時

0.1 12,710.

期

1
単位あたりコスト ①

事

千円/人 0.1 0.2

務

0.2 0.2 0.2 0

区

.2 0.2
（ﾄｰﾀﾙ

分

ｺｽﾄ/(2)の対象

法

指標）② 千円/ 0 0 0

定

0 0 0 0

1

受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

拡充又は絞込）

必要は

業

ありませんか？ ■ ない

名

有
効
性

より一層の啓発

N
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今以上に事業

o
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させる方
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法を記入して下さ

い。

2

内　容
※(3)の成果

7

指標を向上させる

　こ

2

とはできますか？

現状

環

維持
目的達成状況 内　

境

容

□民間への一部委託

美

□民間への全部委託
市

化

関与の必要性 □指定管

推

理 □補助金・負担金助

進

成 ■市の直営
内　容

　

事

（実施手法） 広く啓発

業

活動を行う

効
率
性

現在

２

の手法が適している。

評

事務事業の統廃合によ

価

り、

事業の効率化を図

　

り、成果
内　容

を向上

Ｃ

させる方法を記入し

て

Ｈ

下さい。

事業費は適正

Ｅ

である。
現状より事業

Ｃ

費・人件費を

削減する

Ｋ

方法を記入して下

さい

目

。（仕様の変更、外部

的

内　容
委託、従事時間

妥

の削減等は

できないか

当

？)

公
平
性

無料配布を

性

実施しているため。
□

こ

ある ■ 現状で適正
受益

の

者負担はありますか？

事

また、受益者負担割合

業

は適 ■ ない □ 検討が必

の

要 内　容
正ですか？

□

必

受益者がいない

３
改
革

要

改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

性

マナー並びにモラルに

は

対する意識改 イベント

薄

や日常のパトロール等

れ

地道
事業実施上の課題

て

、住 革の徹底が必要で

得

ある。 な啓発活動を継

ら

続する。
民・議会等か

れ

らの意見 意　見 対応策

て

と対応策

啓発活動 地道

い

な啓発活動をしている

る

ため変更
R3年度の事

い

業計画は前 変　更
なし

ま

。
年度から変更・追加

せ

は 前年度 ・
あるか 追　

ん

加

今後の事業・コスト

か

・成果の方向性 今後の

。

事業の方向性、改革・

十

改善案
※今年度からの

分

具体的な事業の進め方

な

、手段の見直し等、各

成

方向性の内容

　　　　

果

　　　　　□　拡大 ・

が

ポイ捨て等の防止に関

理

する条例の施行により

　

、行政
　　　　　　　

由

　　□　改善 だけでな

得

く地域・住民・事業所

ら

が一体となって環境対

れ

　　　　　　　　　■

て

　現状維持 策に取り組

い

める体制作りを一層推

ま

進し、環境配慮型の
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か

縮小 新たなライフスタ
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イルへの転換を求めて
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　　□　統合
　　　　

れ

　　　　　□　完了
　

て

　　　　　　　　□　

い

廃止・休止
コストの方

な

向性
　　　　　　　　

い

　→　維持
成果の方向

事

性
　　　　　　　　　

業

→　維持

2

進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 272 環境美化推進事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

環境美化に対する市民の意識の高揚になっている。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

市と行政区で活動をしているため
事業進展等による環境変化

□ ある
に伴い、対象を見直す（拡

その

様

理由
大・縮小）必要は

式

ありませ
■ ない

んか？

1

環境美化の啓発につな

-

がるため
事業進展等に

2

よる環境変化 □ ある
に

事

伴い、目的を見直す（

務

目
その理由

的の追加・



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 273 不法投棄防止対策事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 環境美化

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 平成10年ごろ 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 みよし市環境美化に関する条例

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・快適な市民生活の確保のために、看板や監視カメラ ・ごみの不法投棄は夜間や人通りの少ないところで起
を設置することにより、不法投棄の未然防止及び再発 き、発見されるのは、投棄された後がほとんどで、原
防止を図る。 因者の特定は困難である。そのため、不法投棄された
「SDGｓの取り組み：11,15」 ごみの処理は、みよし市が行わざるを得ないのが現状

である。
 

民間事業者に委託を行い、年間100日間の市内巡回パトロールを実施した。また、
R2年度に実施した具体的な 職員によるパトロールも実施し、啓発看板の設置、不

令

法投棄されたごみの回

和

収及び
事業の方法、手

 

順、指標に対す 処理を

3

行った。
る成果等

事務

年

事業を取り巻く状況は

度

過去と比べ変化してい

（

るか (1)活動指標（

2

事務事業の活動量を表

年

す指標）

変化なし 名称

度

単位
不法投棄の防止に

実

必要な事業であるため

施

現状のまま継続し ① パ

分

トロール回数 回
変 化

）

て実施。 ②
内 容

対象

事

(この事業の対象、範

務

囲となる人、物) (2

事

)対象指標（対象の大

業

きさを表す指標）

不法

目

投棄されたごみの回収

的

名称 単位
① 不法投棄さ

評

れたごみの回収件数 件

価

②
目的(この事業によ

表

って上記対象をどのよ

様

うな状態にしたいのか

式

) (3)成果指標（目

1

的の達成度を示す指標

-

）

不法投棄件数を減ら

1

す 名称 単位
① 対前年度

記

不法投棄件数 ％
②

結果

入

(上位基本事業の意図

日

) (4)結果の成果指

令

標（上位基本事業の成

和

果指標）

環境美化の意

0

識の醸成、環境美化の

3

実践 名称 単位
① 環境美

年

化実践活動回数 回
②

事

1

務事業の各種指標の実

2

績と見込及び目標

H3

月

1年度 R2年度 R2年

0

度 R3年度 R4年度 R

8

5年度 R6年度
指標 

日

＼ 年度 単位
実績値 計

１

画値 実績値 計画値 目標

事

値 目標値 目標値
(1)

務

の ① 回 93 100 10

事

0 100 100 100

業

100
活動指標 ②
(2

の

)の ① 件 42 40 79

現

75 70 65 60
対象

状

指標 ②
(3)の ① ％ 6

　

6 65 188 95 93

Ｐ

92 92
成果指標 ②

(

Ｌ

4)の結果の ① 回 29

Ａ

8 300 289 290

Ｎ

292 294 296
成

及

果指標 ②
予算費目 会計

び

01 一般会計 款 04

Ｄ

項 01 目 05

コスト 年

Ｏ

度 H31年度 R2年度

事

R2年度 R3年度 R4

務

年度 R5年度 R6年度

事

実績値 計画値 実績値 計

業

画値 目標値 目標値 目標

名

値
事業費(決算又は予

N

算額)Ａ 単位 3,63

o

7 3,478 2,69

.

5 627 627 627

2

627

財
源
内
訳

 国庫

7

支出金 千円 0 0 0 0 0

3

0 0
 県支出金 千円 0

不

0 0 0 0 0 0
 地方債

法

千円 0 0 0 0 0 0 0
 

投

その他 千円 0 1 0 1 1

棄

1 1
 一般財源 千円 3

防

,637 3,477 2

止

,695 626 626

対

626 626
人件費Ｂ

策

千円 4,484 4,4

事

84 4,576 4,7

業

35.4 4,735.

政

4 4,735.4 4,

策

735.4
正職員従事

こ

時間×人数 時間×人 2

の

40× 5 240× 5 2

事

40× 5 208× 6 2

務

08× 6 208× 6 2

事

08× 6
正職員以外の

業

人件費 千円 500 50

施

0 592 592 592

策

592 592
その他の

の

費用Ｃ 千円 334 16

位

3 162 161 161

置

161 161
トータル

基

コストA+B+C 千円

本

8,455 8,125

事

7,433 5,523

業

.4 5,523.4 5

主

,523.4 5,52

管

3.4
単位あたりコス

課

ト ① 千円/件 201.

名

3 203.1 94.1

課

73.6 78.9 85

長

92.1
（ﾄｰﾀﾙｺ

名

ｽﾄ/(2)の対象指

こ

標）② 千円/ 0 0 0 0

の

0 0 0

1

事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

を見直す必要はない。

業

事業進展等による環境

名

変化 □ ある
に伴い、目

N

的を見直す（目
その理

o

由
的の追加・拡充又は

.

絞込）

必要はありませ

2

んか？ ■ ない

有
効
性

パ

7

トロール回数や環境美

3

化実践活動回数を増や

不

せば成果を向上させる

法

ことは可
今以上に事業

投

の成果を向上
能。

させ

棄

る方法を記入して下さ

防

い。 内　容
※(3)の

止

成果指標を向上させる

対

　ことはできますか？

策

維持継続
目的達成状況

事

内　容

■民間への一部

業

委託 □民間への全部委

２

託
市関与の必要性 □指

評

定管理 □補助金・負担

価

金助成 □市の直営
内　

　

容
　（実施手法） 迅速

Ｃ

、柔軟な対応が求めら

Ｈ

れ、市の職員が直接対

Ｅ

応することが望ましい

Ｃ

ことも
ある。

効
率
性

現

Ｋ

状で適正
事務事業の統

目

廃合により、

事業の効

的

率化を図り、成果
内　

妥

容
を向上させる方法を

当

記入し

て下さい。

現状

性

で適正
現状より事業費

こ

・人件費を

削減する方

の

法を記入して下

さい。

事

（仕様の変更、外部 内

業

　容
委託、従事時間の

の

削減等は

できないか？

必

)

公
平
性

受益者がいな

要

い
□ ある □ 現状で適正

性

受益者負担はあります

は

か？

また、受益者負担

薄

割合は適 □ ない □ 検討

れ

が必要 内　容
正ですか

て

？
■ 受益者がいない

３

得

改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ

ら

Ｏ
Ｎ

リサイクル関連法

れ

の整備が進み、家 パト

て

ロールの実施、不法投

い

棄物の撤
事業実施上の

る

課題、住 電4品目、パ

い

ソコン及び自動車を処

ま

去、監視カメラの設置

せ

等で不法投棄
民・議会

ん

等からの意見 意　見 理

か

するためにリサイクル

。

料金が必要 対応策 され

十

にくい環境を整える。

分

と対応策 となり、不法

な

投棄の一因となってい

成

る。
環境美化啓発を行

果

った 何も捨てられない

が

状態を維持するこ
R3

理

年度の事業計画は前 変

　

　更
とが大切であり、

由

捨てにくい環境を
年度

得

から変更・追加は 前年

ら

度 ・
作ることが重要。

れ

あるか 追　加

今後の事

て

業・コスト・成果の方

い

向性 今後の事業の方向

ま

性、改革・改善案
※今

す

年度からの具体的な事

か

業の進め方、手段の見

？

直し等、各方向性の内

得

容

　　　　　　　　　

ら

□　拡大 ・啓発看板を

れ

設置することで、啓発

て

の頻度を高め、不
　　

い

　　　　　　　□　改

な

善 法投棄防止を図る。

い

また、不法投棄が頻繁

事

に行われる
　　　　　

業

　　　　■　現状維持

進

場所について、現在市

展

内8カ所に監視カメラ

等

を設置し
　　　　　　

に

　　　□　縮小 ている

よ

が、不法投棄頻度の高

る

い箇所に監視カメラを

環

追
　　　　　　　　　

境

□　統合 加設置するこ

変

とにより不法投棄され

化

にくい環境づくり
　　

あ

　　　　　　　□　完

る

了 を行う。
　　　　　

に

　　　　□　廃止・休

伴

止
コストの方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

、

持
成果の方向性
　　　

対

　　　　　　→　維持

象

2

を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 273 不法投棄防止対策事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

不法投棄件数の増減はあるが、27、28年度をピークに減少傾
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている

向にある。
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

不法投棄を減少させるための事業なので対象を見直す必要はない

様

。
事業進展等による環

式

境変化
□ ある

に伴い、

1

対象を見直す（拡
その

-

理由
大・縮小）必要は

2

ありませ
■ ない

んか？

事

不法投棄を減少させる

務

ための事業なので目的



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 285 家庭ごみ計画収集事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 環境美化

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 直営S43年委託S52年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・住民から排出されるごみの収集運搬について業者に ・ごみ排出量は人口増加とともに年々増加傾向にある
委託し、指定された集積所に置いて燃やすごみ、金属 ものの、ごみの適正処理を図ることは重要である。ま
ごみ、陶磁器・ガラスごみ、プラスチック製容器包装 た、ごみには再び資源としてリサイクル活用できるも
、再利用資源(びん・かん・ペットボトル)を収集、ま のが数多くあるため、リサイクル運動（資源の再利用
た戸別に粗大ごみを収集し、尾三衛生組合「東郷美化 ）を進め、あわせてごみの減量化を図る必要がある

令

。
センター」に搬入す

和

る。
 
「SDGｓの取

 

り組み：11,12,

3

13」

各地区、燃やす

年

ごみ週2回、金属ごみ

度

月2回、陶磁器・ガラ

（

スごみ月1回、再利用

2

資
R2年度に実施した

年

具体的な 源月1回、粗

度

大ごみ週1回を計画的

実

に収集した。燃やすご

施

み、金属ごみ、陶磁器

分

・ガ
事業の方法、手順

）

、指標に対す ラスごみ

事

は指定ごみ袋による収

務

集、びん・缶・ペット

事

ボトルの資源ごみは再

業

利用資
る成果等 源コン

目

テナを配布して収集し

的

、粗大ごみは電話予約

評

により戸別収集した。

価

事務事業を取り巻く状

表

況は過去と比べ変化し

様

ているか (1)活動指

式

標（事務事業の活動量

1

を表す指標）

ごみの資

-

源化、分別収集、直営

1

分を委託化（平成16

記

年） 名称 単位
① 再利用

入

資源を除くごみの収集

日

運搬量 ｔ
変 化

② 再利

令

用資源の収集運搬量 ｔ

和

内 容

対象(この事業

0

の対象、範囲となる人

3

、物) (2)対象指標

年

（対象の大きさを表す

1

指標）

①市民 名称 単位

2

②家庭から排出される

月

ごみ（燃やすごみ、金

0

属ごみ、陶磁器・ガ ①

8

みよし市の人口 人
ラス

日

ごみ、粗大ごみ、再利

１

用資源） ② 排出される

事

ごみ量 ｔ

目的(この事

務

業によって上記対象を

事

どのような状態にした

業

いのか) (3)成果指

の

標（目的の達成度を示

現

す指標）

ごみの適正処

状

理を行う 名称 単位
① 処

　

理施設搬入量／ごみ・

Ｐ

資源収集運搬量 ％
②

結

Ｌ

果(上位基本事業の意

Ａ

図) (4)結果の成果

Ｎ

指標（上位基本事業の

及

成果指標）

環境美化意

び

識の醸成、環境美化の

Ｄ

実践 名称 単位
① 市民1

Ｏ

人1日当たりの家庭系

事

ごみの量 g
②

事務事業

務

の各種指標の実績と見

事

込及び目標

H31年度

業

R2年度 R2年度 R3

名

年度 R4年度 R5年度

N

R6年度
指標 ＼ 年

o

度 単位
実績値 計画値 実

.

績値 計画値 目標値 目標

2

値 目標値
(1)の ① ｔ

8

10,848 10,8

5

58 10,555 10

家

,565 10,575

庭

10,585 10,5

ご

95
活動指標 ② ｔ 53

み

58 63 68 73 78

計

83
(2)の ① 人 61

画

,153 61,040

収

61,040 61,2

集

36 62,100 62

事

,360 62,620

業

対象指標 ② ｔ 19,5

政

21 19,021 18

策

,703 18,500

こ

18,300 18,1

の

00 17,900
(3

事

)の ① ％ 100 100

務

100 100 100 1

事

00 100
成果指標 ②

業

(4)の結果の ① g 5

施

14 508 521 51

策

5 509 503 497

の

成果指標 ②
予算費目 会

位

計 01 一般会計 款 0

置

4 項 02 目 01

コスト

基

年度 H31年度 R2年

本

度 R2年度 R3年度 R

事

4年度 R5年度 R6年

業

度
実績値 計画値 実績値

主

計画値 目標値 目標値 目

管

標値
事業費(決算又は

課

予算額)Ａ 単位 544

名

,748 605,03

課

8 580,473 60

長

6,205 615,5

名

79 662,837 6

こ

62,837

財
源
内
訳

の

 国庫支出金 千円 0 0

事

0 0 0 0 0
 県支出金

務

千円 0 0 371 0 0 0

事

0
 地方債 千円 0 0 0

業

0 0 0 0
 その他 千円

の

125,315 109

開

,583 122,70

始

8 73,150 122

時

,610 122,61

期

0 122,610
 一

事

般財源 千円 419,4

務

33 495,455 4

区

57,394 533,

分

055 492,969

法

540,227 540

定

,227
人件費Ｂ 千円

受

4,982 5,022

託

5,121 5,459

事

.6 5,459.6 5

務

,459.6 5,45

自

9.6
正職員従事時間

治

×人数 時間×人 270

事

× 5 270× 5 270

務

× 5 242× 6 242

こ

× 6 242× 6 242

の

× 6
正職員以外の人件

事

費 千円 500 540 6

務

39 639 639 63

事

9 639
その他の費用

業

Ｃ 千円 515 407 4

の

44 444 444 44

根

4 444
トータルコス

拠

トA+B+C 千円 55

法

0,245 610,4

令

67 586,038 6

事

12,108.6 62

業

1,482.6 668

の

,740.6 668,

概

740.6
単位あたり

要

コスト ① 千円/人 9 1

現

0 9.6 10 10 10

在

.7 10.7
（ﾄｰﾀ

の

ﾙｺｽﾄ/(2)の対

状

象指標）② 千円/ｔ 2

況

8.2 32.1 31.

と

3 33.1 34 36.

こ

9 37.4

1

の事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

る環境変化 ■ ある
に伴

業

い、目的を見直す（目

名

その理由
的の追加・拡

N

充又は絞込）

必要はあ

o

りませんか？ □ ない

有

.

効
性

再利用資源の収集

2

運搬量を増加させ、ご

8

みの減量化を図る
今以

5

上に事業の成果を向上

家

させる方法を記入して

庭

下さ

い。 内　容
※(3

ご

)の成果指標を向上さ

み

せる

　ことはできます

計

か？

達成した
目的達成

画

状況 内　容

□民間への

収

一部委託 ■民間への全

集

部委託
市関与の必要性

事

□指定管理 □補助金・

業

負担金助成 □市の直営

２

内　容
　（実施手法）

評

計画収集業者、シルバ

価

ーに委託

効
率
性

現状で

　

適正
事務事業の統廃合

Ｃ

により、

事業の効率化

Ｈ

を図り、成果
内　容

を

Ｅ

向上させる方法を記入

Ｃ

し

て下さい。

現状で適

Ｋ

正
現状より事業費・人

目

件費を

削減する方法を

的

記入して下

さい。（仕

妥

様の変更、外部 内　容

当

委託、従事時間の削減

性

等は

できないか？)

公

こ

平
性

現状で適正
■ ある

の

■ 現状で適正
受益者負

事

担はありますか？

また

業

、受益者負担割合は適

の

□ ない □ 検討が必要 内

必

　容
正ですか？

□ 受益

要

者がいない

３
改
革
改
善

性

案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

尾三

は

衛生組組合｢東郷美化

薄

センター ごみの分別を

れ

細分化し、焼却するご

て

事業実施上の課題、住

得

」に搬入するごみから

ら

発生する焼却 みの量を

れ

減らす。
民・議会等か

て

らの意見 意　見 灰等の

い

排出先の確保が困難と

る

なって 対応策
と対応策

い

いる。

プラスチック製

ま

容器包装を資源とし 現

せ

状で適正なため前年度

ん

と同様に実
R3年度の

か

事業計画は前 変　更
て

。

回収する。 施する。
年

十

度から変更・追加は 前

分

年度 ・
あるか 追　加

今

な

後の事業・コスト・成

成

果の方向性 今後の事業

果

の方向性、改革・改善

が

案
※今年度からの具体

理

的な事業の進め方、手

　

段の見直し等、各方向

由

性の内容

　　　　　　

得

　　　■　拡大 ・ごみ

ら

の減量化及び資源の有

れ

効利用を推進するとと

て

も
　　　　　　　　　

い

□　改善 に、住民の資

ま

源ごみ有効利用に対す

す

る認識を深め、ご
　　

か

　　　　　　　□　現

？

状維持 みの分別収集並

得

びにリサイクル運動（

ら

資源再利用）の
　　　

れ

　　　　　　□　縮小

て

普及を図るために「ご

い

み処理基本計画」に基

な

づき、事
　　　　　　

い

　　　□　統合 業を実

事

施する。
　　　　　　

業

　　　□　完了 ・令和

進

元年度からペットボト

展

ル、令和2年度からプ

等

ラ
　　　　　　　　　

に

□　廃止・休止 スチッ

よ

ク製容器包装を計画収

る

集の品目に追加するこ

環

と
コストの方向性 によ

境

り、ごみの減量化、再

変

資源化を図る。
　　　

化

　　　　　　→　維持

あ

 
成果の方向性
　　　

る

　　　　　　↑　増加

に

2

伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 285 家庭ごみ計画収集事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

生活環境の保全及び公衆衛生の向上を図る
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

家庭から排出されるごみの回収を行うため、見直す必要はない。
事業進展等による環境変化

□ ある

様

に伴い、対象を見直す

式

（拡
その理由

大・縮小

1

）必要はありませ
■ な

-

い
んか？

家庭から排出

2

されるごみの回収を行

事

うため、見直す必要は

務

ない。
事業進展等によ



令和 3年度（2年度実施分）事務事業目的評価表
様式1-1 記入日 令和03年12月08日

１
事
務
事
業
の
現
状
　
Ｐ
Ｌ
Ａ
Ｎ
及
び
Ｄ
Ｏ

事務事業名 No. 286 不燃物埋立処分場管理事業
政策 自然環境を守り未来へつなぐまち

この事務事業
施策 緑を守り育て、まちを美しくしよう

の位置
基本事業 環境美化

主管課名 環境課 課長名 成田　明弘
この事務事業の開始時期 昭和61年 事務区分 □法定受託事務 ■自治事務
この事務事業の根拠法令 廃棄物の処理及び清掃に関する法律（廃掃法）

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

・尾三衛生組合で処理困難な廃棄物のうち、一般家庭 ・不燃物埋立処分場として、みよし市内の一般家庭か
から発生するコンクリートがらの埋立処分を行う。 ら発生するコンクリートがらの埋立をしている。
 ・尾三衛生組合の処理困難物について住民の利便性を
【不燃物埋立処分場】借地面積：８，８１６㎡ 図るため、自前の処分場が必要。
「ＳＤＧｓの取り組み：11、12」

平成25年4月1日より、処分場の搬入を再開
R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と

令

比べ変化しているか (

和

1)活動指標（事務事

 

業の活動量を表す指標

3

）

常駐職員がいたが、

年

現在は無人である。 名

度

称 単位
① 管理経費 千円

（

変 化
②

内 容

対象(

2

この事業の対象、範囲

年

となる人、物) (2)

度

対象指標（対象の大き

実

さを表す指標）

家庭か

施

ら排出されるコンクリ

分

ートがら 名称 単位
① 不

）

燃物処分量 ｔ
②

目的(

事

この事業によって上記

務

対象をどのような状態

事

にしたいのか) (3)

業

成果指標（目的の達成

目

度を示す指標）

コンク

的

リートがらを適正に処

評

分する 名称 単位
① 処分

価

場処分量/処分場搬入

表

量 ％
②

結果(上位基本

様

事業の意図) (4)結

式

果の成果指標（上位基

1

本事業の成果指標）

環

-

境美化意識の醸成、環

1

境美化の実践 名称 単位

記

① 市民1人1日当たり

入

の家庭系ごみの量 ｇ
②

日

事務事業の各種指標の

令

実績と見込及び目標

H

和

31年度 R2年度 R2

0

年度 R3年度 R4年度

3

R5年度 R6年度
指標

年

 ＼ 年度 単位
実績値

1

計画値 実績値 計画値 目

2

標値 目標値 目標値
(1

月

)の ① 千円 3,367

0

4,759 3,596

8

4,882 4,882

日

4,882 4,882

１

活動指標 ②
(2)の ①

事

ｔ 7.1 7.1 8.1

務

8.1 8.1 8.1 8

事

.1
対象指標 ②
(3)

業

の ① ％ 100 100 1

の

00 100 100 10

現

0 100
成果指標 ②

(

状

4)の結果の ① ｇ 51

　

4 508 521 515

Ｐ

509 503 497
成

Ｌ

果指標 ②
予算費目 会計

Ａ

01 一般会計 款 04

Ｎ

項 02 目 01

コスト 年

及

度 H31年度 R2年度

び

R2年度 R3年度 R4

Ｄ

年度 R5年度 R6年度

Ｏ

実績値 計画値 実績値 計

事

画値 目標値 目標値 目標

務

値
事業費(決算又は予

事

算額)Ａ 単位 3,36

業

7 4,759 3,59

名

5 4,882 4,76

N

1 4,453 4,76

o

1

財
源
内
訳

 国庫支出

.

金 千円 0 0 0 0 0 0 0

2

 県支出金 千円 0 0 0

8

0 0 0 0
 地方債 千円

6

0 0 0 0 0 0 0
 その

不

他 千円 11 1 24 15

燃

15 15 15
 一般財

物

源 千円 3,356 4,

埋

758 3,571 4,

立

867 4,746 4,

処

438 4,746
人件

分

費Ｂ 千円 2,433 2

場

,594 2,705 2

管

,871 2,871 2

理

,871 2,871
正

事

職員従事時間×人数 時

業

間×人 150× 4 15

政

0× 4 150× 4 13

策

0× 5 130× 5 13

こ

0× 5 130× 5
正職

の

員以外の人件費 千円 4

事

41 602 713 71

務

3 713 713 713

事

その他の費用Ｃ 千円 6

業

9 61 20 20 20 2

施

0 20
トータルコスト

策

A+B+C 千円 5,8

の

69 7,414 6,3

位

20 7,773 7,6

置

52 7,344 7,6

基

52
単位あたりコスト

本

① 千円/ｔ 826.6

事

1,044.2 780

業

.2 959.6 944

主

.7 906.7 944

管

.7
（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ

課

/(2)の対象指標）

名

② 千円/ 0 0 0 0 0 0

課

0

1

長名
この事務事業の開始時期 事務区分 法定受託事務 自治事務
この事務事業の根拠法令

事業の概要 現在の状況とこの事務事業を行う根拠または理由

R2年度に実施した具体的な
事業の方法、手順、指標に対す
る成果等

事務事業を取り巻く状況は過去と比べ変化しているか (1)活動指標（事務事業の活動量を表す指標）

名称 単位
①

変 化
②

内 容

対象(この事業の対象、範囲となる人、物) (2)対象指標（対象の大きさを表す指標）

名称 単位
①
②

目的(この事業によって上記対象をどのような状態にしたいのか) (3)成果指標（目的の達成度を示す指標）

名称 単位
①
②

結果(上位基本事業の意図) (4)結果の成果指標（上位基本事業の成果指標）

名称 単位
①
②

事務事業の各種指標の実績と見込及び目標

H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
指標 ＼ 年度 単位

実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値
(1)の ①

活動指標 ②
(2)の ①

対象指標 ②
(3)の ①

成果指標 ②
(4)の結果の ①
成果指標 ②

予算費目 会計 款 項 目

コスト 年度 H31年度 R2年度 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 R6年度
実績値 計画値 実績値 計画値 目標値 目標値 目標値

事業費(決算又は予算額)Ａ 単位

財
源
内
訳

 国庫支出金 千円
 県支出金 千円
 地方債 千円
 その他 千円
 一般財源 千円

人件費Ｂ 千円
正職員従事時間×人数 時間×人 × × × × × × ×
正職員以外の人件費 千円

その他の費用Ｃ 千円
トータルコストA+B+C 千円
単位あたりコスト ①

（ﾄｰﾀﾙｺｽﾄ/(2)の対象指標）②

1



事

的を見直す（目
その理

業

由
的の追加・拡充又は

名

絞込）

必要はありませ

N

んか？ □ ない

有
効
性

こ

o

れ以上成果は向上しな

.

い
今以上に事業の成果

2

を向上

させる方法を記

8

入して下さ

い。 内　容

6

※(3)の成果指標を

不

向上させる

　ことはで

燃

きますか？

維持継続
目

物

的達成状況 内　容

□民

埋

間への一部委託 □民間

立

への全部委託
市関与の

処

必要性 □指定管理 □補

分

助金・負担金助成 ■市

場

の直営
内　容

　（実施

管

手法） 市の職員で十分

理

に対応できる

効
率
性

現

事

状で適正
事務事業の統

業

廃合により、

事業の効

２

率化を図り、成果
内　

評

容
を向上させる方法を

価

記入し

て下さい。

現状

　

で適正
現状より事業費

Ｃ

・人件費を

削減する方

Ｈ

法を記入して下

さい。

Ｅ

（仕様の変更、外部 内

Ｃ

　容
委託、従事時間の

Ｋ

削減等は

できないか？

目

)

公
平
性

受益者負担の

的

見直しにより、令和2

妥

年度に改正
■ ある ■ 現

当

状で適正
受益者負担は

性

ありますか？

また、受

こ

益者負担割合は適 □ な

の

い □ 検討が必要 内　容

事

正ですか？
□ 受益者が

業

いない

３
改
革
改
善
案
　

の

Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

無人の施

必

設であるが、夏場の草

要

刈り 環境作業員での対

性

応とし、維持費を
事業

は

実施上の課題、住 等で

薄

管理に人手がかかる。

れ

抑えている。
民・議会

て

等からの意見 意　見 対

得

応策
と対応策

コンクリ

ら

ートがらを適正に処分

れ

した 継続して実施する

て

ため、前年度と同
R3

い

年度の事業計画は前 変

る

　更
様・同規模で実施

い

。
年度から変更・追加

ま

は 前年度 ・
あるか 追　

せ

加

今後の事業・コスト

ん

・成果の方向性 今後の

か

事業の方向性、改革・

。

改善案
※今年度からの

十

具体的な事業の進め方

分

、手段の見直し等、各

な

方向性の内容

　　　　

成

　　　　　□　拡大 ・

果

平成20年12月より

が

搬入を中止し、平成2

理

3年度から24
　　　

　

　　　　　　□　改善

由

年度において、適正化

得

工事を実施。
　　　　

ら

　　　　　■　現状維

れ

持 ・平成25年度より

て

、コンクリートがらの

い

みを搬入開始
　　　　

ま

　　　　　□　縮小 。

す

　　　　　　　　　□

か

　統合
　　　　　　　

？

　　□　完了
　　　　

得

　　　　　□　廃止・

ら

休止
コストの方向性
　

れ

　　　　　　　　→　

て

維持
成果の方向性
　　

い

　　　　　　　→　維

な

持

2

い

事業進展等による環境変化
ある

に伴い、対象を見直す（拡
その理由

大・縮小）必要はありませ
ない

んか？

事業進展等による環境変化 ある
に伴い、目的を見直す（目

その理由
的の追加・拡充又は絞込）

必要はありませんか？ ない

有
効
性

今以上に事業の成果を向上

させる方法を記入して下さ

い。 内　容
※(3)の成果指標を向上させる

　ことはできますか？

目的達成状況 内　容

市関与の必要性
内　容

　（実施手法）

効
率
性

事務事業の統廃合により、

事業の効率化を図り、成果
内　容

を向上させる方法を記入し

て下さい。

現状より事業費・人件費を

削減する方法を記入して下

さい。（仕様の変更、外部 内　容
委託、従事時間の削減等は

できないか？)

公
平
性

ある 現状で適正
受益者負担はありますか？

また、受益者負担割合は適 ない 検討が必要 内　容
正ですか？

受益者がいない

３
改
革
改
善
案
　
Ａ
Ｃ
Ｔ
Ｉ
Ｏ
Ｎ

事業実施上の課題、住
民・議会等からの意見 意　見 対応策
と対応策

R3年度の事業計画は前 変　更
年度から変更・追加は 前年度 ・
あるか 追　加

今後の事業・コスト・成果の方向性 今後の事業の方向性、改革・改善案
※今年度からの具体的な事業の進め方、手段の見直し等、各方向性の内容

コストの方向性

成果の方向性

2

様式1-2

事務事業名 No. 286 不燃物埋立処分場管理事業

２
評
価
　
Ｃ
Ｈ
Ｅ
Ｃ
Ｋ

目
的
妥
当
性

処分が不可能な廃棄物の最終処分を行う必要があるため。
この事業の必要性は薄れて ■ 得られている
いませんか。十分な成果が 理　由
得られていますか？ □ 得られていない

家庭から排出されるコンクリートがらの最終処分場であるから。
事業進展

様

等による環境変化
■ あ

式

る
に伴い、対象を見直

1

す（拡
その理由

大・縮

-

小）必要はありませ
□

2

ない
んか？

現状で適正

事

事業進展等による環境

務

変化 ■ ある
に伴い、目


